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土木工事出来形管理基準　新旧対照表

現行（Ｐ３）

改定（Ｐ３）



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　管 防 護 工 　　コンクリート断面

　　基  礎  工

工　事

管 防 護 工
　　コンクリート断面

　　基  礎  工

　　基  礎  工

実施箇所ごと測定する。
既設埋設物等の関係で標準防護ができ
ない場合は、別途防護計算により形状
を確定する。

 延  長　 ０～＋ ５０　

 幅  さ　 ０～＋ ５０

 
配
水
管
工
事
　
　
配
水
小
管

路線ごとに測定する。

配  管  工

　　オフセット　　（ Ｓ 1 ）

改定（Ｐ６－７）

 幅  さ　 ０～＋ ５０
    （割栗石基礎）

    （砕石基礎）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

　　　　使用廃止

 厚  さ　 ０～＋ ５０　

（Ａ、Ｂ、Ｂ´、Ｃ、Ｃ´、Ｈ） 断  面　 ０～＋ ５０　

現行（Ｐ６－７）

       ± ９０
　　　　撤   去  １００m以上

維持管理上重要なポイントになるの
で、固定点から３点測定し、正確なも
のを図示する。
始点、終点、Ｔ字管、曲管（45°以
上）、付属施設（使用廃止管を含
む。）

　　占用位置　　（ Ｓ 2）  ± ３０
一般部はおおむね５０ｍごとに標準的
な位置で１箇所測定する。
設計図に明示した伏越し等、特殊部及
び付属施設については全箇所測定す
る。

　　土　　被　　（ ｈ 1 ）  ± ３０

       ± ℓ / １０００

 ± ３０

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所

工　　種 測　定　項　目

　　延 　 長   １００m未満
　　　　新 　設

　実施箇所ごと測定する。
既設埋設物等の関係で標準防護ができ
ない場合は、別途防護計算により形状
を確定する。

（Ａ、Ｂ、Ｂ´、Ｃ、Ｃ´、Ｈ）  断  面　 ０～＋ ５０　

 延  長　 ０～＋ ５０　

 幅  さ　 ０～＋ ５０

    （砕石基礎）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

　　　　使用廃止        ± ℓ / １０００

　　オフセット　　（ Ｓ 1 ）  ± ３０

　配  管  工

　　延 　 長   １００m未満

　　　　新 　設        ± ９０

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準

　維持管理上重要なポイントになるの
で、固定点から３点測定し、正確なも
のを図示する。
始点、終点、Ｔ字管、曲管（45°以
上）、付属施設（使用廃止管を含
む。）

　　占用位置　　（ Ｓ 2）  ± ３０
　一般部はおおむね５０ｍごとに標準
的な位置で１箇所測定する。
設計図に明示した伏越し等、特殊部及
び付属施設については全箇所測定す
る。

　　土　　被　　（ ｈ 1 ）

測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

 
配
水
管
工
事
　
　
呼
び
径
３
５
０
以
下

 ± ３０

　路線ごとに測定する。
　　　　撤   去  １００m以上

測　定　対　象

名称を変更

削除



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　　延　長  ５００ｍ未満

　　　新設  　　±１００

　　　撤去

　　　使用廃止

 ５００ｍ以上

 　　±２００

　管 防 護 工 　　コンクリート断面

　　基  礎  工

工　事

　　延　長 ５００ｍ未満
　　　新設  　　±１００
　　　撤去
　　　使用廃止

５００ｍ以上
 　　±２００

　　コンクリート断面

　　基  礎  工

　　基  礎  工  幅  さ　 ０～＋ ５０
    （割栗石基礎）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

 
配
水
管
工
事
　
　
配
水
本
管

路線ごとに測定する。

   管　下　高　（ ｈ ）  ± ５０

 幅  さ　 ０～＋ ５０
    （砕石基礎）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

一般部はおおむね５０ｍごとに標準的
な位置で１箇所測定する。
設計図に明示した伏越し等、特殊部及
び付属施設については全箇所測定す
る。

　　土　　被　　（ ｈ 1 ）

 ± ３０

　　管中心高

管 防 護 工

実施箇所ごとに測定する。
埋設物等の関係で標準防護ができない
場合は、別途防護計算により形状を確
定する。

 断  面　 ０～＋ ５０　
（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｌ、Ｈ）  延　長　 ０～＋ ５０　

配  管  工

　　オフセット　　（ Ｓ 1 ）  ± ３０

維持管理上重要なポイントになるの
で、固定点から３点測定し、正確なも
のを図示する。
始点、終点、Ｔ字管、曲管 （ １１
1/4°以上）、付属施設（使用廃止管
を含む。）

　　占用位置　　（ Ｓ 2）  ± ３ ０

改定（Ｐ８－９）

現行（Ｐ８－９）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

 
配
水
管
工
事
　
　
呼
び
径
４
０
０
以
上

 断  面　 ０～＋ ５０　

（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｌ、Ｈ）

　配  管  工

   管　下　高　（ ｈ ）

測　定　項　目

　　オフセット　　（ Ｓ 1 ）  ± ３０

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

 延　長　 ０～＋ ５０　

　実施箇所ごとに測定する。
埋設物等の関係で標準防護ができない
場合は、別途防護計算により形状を確
定する。

 ± ５０

 幅  さ　 ０～＋ ５０

    （砕石基礎）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

工　　種
測　定　箇　所

　一般部はおおむね５０ｍごとに標準
的な位置で１箇所測定する。
設計図に明示した伏越し等、特殊部及
び付属施設については全箇所測定す
る。

　　土　　被　　（ ｈ 1 ）

 ± ３０

　　管中心高

　　占用位置　　（ Ｓ 2）  ± ３ ０

　維持管理上重要なポイントになるの
で、固定点から３点測定し、正確なも
のを図示する。
始点、終点、Ｔ字管、曲管 （ １１
1/4°以上）、付属施設（使用廃止管
を含む。）

　路線ごとに測定する。

管　理　基　準

名称を変更

削除



　土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　　基  礎  工

レンガ又はブロック

　（ｂ1）内 寸 法  ± １０

　（ｂ2）外 寸 法  ０～＋２０

　　　　　　　

　直　段　差　　　± ０

　すり付け勾配

フランジ型制水弁（JIS弁）

　基  礎  部

工　事

　　基  礎  工

　　基  礎  工

レンガ又はブロック
　（ｂ1）内 寸 法  ± １０
　（ｂ2）外 寸 法  ０～＋２０

　　　　　　　

　直　段　差　　　± ０

　すり付け勾配

　基  礎  部

実施箇所ごとに測定する。

※道路勾配がある場合は、　適
用除外

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  さ　 ０～＋ ５０
（ｈ、ｂ）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

　　鉄 蓋 据 付 工

鉄蓋と舗装のすり付け前の段差

（ ｄ ） ＋ １０ 以内｡ 

（ i ） おおむね ３％とする｡ 

ﾌﾗﾝｼﾞ型制水弁
ｿﾌﾄｼｰﾙ型制水弁

　弁キョウ　　　（a）

弁類の芯から
管軸方向±３０
管直角方向±３０

    （割栗石基礎）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

　　目　地　厚 　± ５

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

実施箇所ごとに測定する。

共 通 項 目  幅  さ　 ０～＋ ５０
    （砕石基礎）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

 幅  さ　 ０～＋ ５０

改定（Ｐ１０－１１）

現行（Ｐ１０－１１）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

測　定　箇　所管　理　基　準
工　　種 測　定　項　目

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

共 通 項 目

実施箇所ごとに測定する。

 

（フランジ型制水弁のみ）

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

 幅  さ　 ０～＋ ５０

 厚  さ　 ０～＋ ５０　    （砕石基礎）

（ｈ、ｂ）

　　鉄 蓋 据 付 工

制水弁

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）

実施箇所ごとに測定する。

 幅  さ　 ０～＋ ５０

鉄蓋と舗装のすり付け前の段差

 厚  さ　 ０～＋ ５０　

（ i ） おおむね ３％以内とする｡ 

ＧＸ型制水弁（ソフトシール弁）

GX形制水弁を追加

削除

削除

削除

［参考］

押さえコンクリート及び

d寸法を削除



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　

　基  礎  部

　弁類の芯から

　管軸方向　　　　±５０

　管直角方向 　　±３０

工　事

　
　基  礎  部

　　実施箇所ごとに測定する。

　弁類の芯から
　管軸方向　　　　±５０
　管直角方向 　　±３０

　
　基  礎  部

　弁類の芯から
　管軸方向　　　　±５０
　管直角方向 　　±３０

（ｈ、ｂ、ｂ´）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

ボックス内寸法
（Ｌ１、Ｌ２）

　標準図のとおり

   ブロック　　（a）

キャップ高さ（A） 　標準図のとおり

※勾配がある場合は、厚みが少な
い箇所で測定する。

 ブロック　　（a ）

開閉軸の深さ（ｈ2） 　標準図のとおり

区画量水器室
（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  さ　 ０～＋ ５０

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

消 火 栓 室
断　面　図（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  さ　 ０～＋ ５０

　　（ｈ3、ｂ）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

　　　　モルタル厚　（ｈ1）
標準図のとおり

消 火 栓 室

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

現行（Ｐ１２－１３）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

改定（Ｐ１２－１３）

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

無収縮
モルタル厚　（ｈ1）

 標準図のとおり

※勾配がある場合は、厚みが
少ない箇所で測定する。

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  さ　 ０～＋ ５０

　　（ｈ3、ｂ）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

測　定　対　象

断　面　図（φ１００～２５０の場合）

断　面　図（φ３００、３５０の場合）

　     ※中心（スピンドル）から40mm芯がずれる。

開閉軸の深さ（ｈ2） 　標準図のとおり

　実施箇所ごとに測定する。
　側塊の積み重ねは、ズレが
　ないことを確認する。

 ブロック　　（a ）

区画量水器をp.14～15に移動

修正

φ100～250mmの断面を追加

側塊についての
管理基準を追記



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　

　基  礎  部

 弁類の芯から

　管軸方向　　　　±５０

　管直角方向 　　±３０

工　事

　
　基  礎  部

　　実施箇所ごとに測定する。

　弁類の芯から
　管軸方向　　　±５０
　管直角方向 　 ±３０

　
　基  礎  部

　弁類の芯から
　管軸方向　　　　±５０
　管直角方向 　　±３０

   ブロック　　（a）

キャップ高さ（A） 　標準図のとおり

区画量水器室
（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  さ　 ０～＋ ５０
（ｈ、ｂ、ｂ´）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

ボックス内寸法
（Ｌ１、Ｌ２）

　標準図のとおり

　　　モルタル厚　（ｈ1）
標準図のとおり
※勾配がある場合は、厚みが少ない
箇所で測定する。

 ブロック　　（a ）

開閉軸の深さ（ｈ2） 　標準図のとおり

断　面　図（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅    　 ０～＋ ５０　
　　（ｈ3、ｂ）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

改定（Ｐ１４－１５）

現行（Ｐ１２－１３）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

 

　
　ブロック　　（a）

（ｈ、ｂ、ｂ´）

　実施箇所ごとに測定する。
　側塊の積み重ねは、ズレが
　ないことを確認する。

管　理　基　準
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

 幅  さ　 ０～＋ ５０

区画量水器室

 厚  さ　 ０～＋ ５０　

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）

 キャップ高さ（A）

 標準図のとおり

　標準図のとおり

 ボックス内寸法（Ｌ１）

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

消 火 栓 室

消火栓室を削除

側塊についての
管理基準を追記



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　

　基  礎  部

急速空気弁

  側　　塊　　（a） 　管軸方向　　±５０

　管直角方向　±３０

工　事

　
　基  礎  部

　　実施箇所ごとに測定する。

  側　　塊　　　（a） 　弁類の芯から
　管軸方向　　　　±５０
　管直角方向 　　±３０

　
　基  礎  部

　
　壁  体  部

　内・外寸法　　　±３０
　高　さ　　　　　±３０
　壁　厚  　－５～＋１０

　弁類の芯から
　管軸方向　　　 ±５０
　管直角方向 　　±３０

　標準図のとおり

測　定　箇　所

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

　空 気 弁 室
（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  　　 ０～＋ ５０　
（ｈ3、ｂ、ｂ´）

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）
（ｂ1、b2、h2、t）

　側　　塊　　　（a）

　開閉軸及び足掛金物の深さ
（ｈ1）

 実施個所ごとに測定する。
 側塊の積み重ねは、ズレがない
ことを確認する。

　制 水 弁 室
（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  　　 ０～＋ ５０　
（ｈ3、ｂ、ｂ´）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

　標準図のとおり
頂版下端～開閉軸（h2）

　足 掛 金 物（h1） 　標準図のとおり

　（双口空気弁室のみ）

改定（Ｐ１６－１７）

現行（Ｐ１４－１５）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準

 標準図のとおり

断　面　図

 厚  さ　 ０～＋ ５０　

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  さ　 ０～＋ ５０　

（ｈ3、ｂ、ｂ´）

 頂版下端～開閉軸（h2）

工　　種

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

玉押器対応型

測　定　項　目

 弁類の芯から

測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

 厚  さ　 ０～＋ ５０　

測　定　対　象

双口空気弁室を削除

制水弁室はp.18～19に移動

玉押器対応型の仕様に変更



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　

　基  礎  部

制水弁室

 弁類の芯から

　基  礎  部

　壁　体　部 内・外寸法　　±３０

高　さ　　　　±３０

（ｂ１、ｂ2、ｈ2、ｔ） 壁　厚　－５～＋１０

弁類の芯から

管軸方向　　　 ±５０

管直角方向 　　±３０

工　事

　
　基  礎  部

　　実施箇所ごとに測定する。

  側　　塊　　　（a） 　弁類の芯から
　管軸方向　　　　±５０
　管直角方向 　　±３０

　
　基  礎  部

　
　壁  体  部

　内・外寸法　　　±３０
　高　さ　　　　　±３０
　壁　厚  　－５～＋１０

　弁類の芯から
　管軸方向　　　 ±５０
　管直角方向 　　±３０

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）
（ｂ1、b2、h2、t）

　側　　塊　　　（a）

　開閉軸及び足掛金物の深さ
（ｈ1）

　標準図のとおり

　標準図のとおり
頂版下端～開閉軸（h2）

　制 水 弁 室
（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  　　 ０～＋ ５０　
（ｈ3、ｂ、ｂ´）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

　空 気 弁 室
（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）  幅  　　 ０～＋ ５０　
（ｈ3、ｂ、ｂ´）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

　足 掛 金 物（h1） 　標準図のとおり

　（双口空気弁室のみ）

管　理　基　準

　開閉軸及び足掛金物の深さ
（ｈ1）

  管軸方向　　±５０

　標準図のとおり

工　　種

改定（Ｐ１８－１９）

現行（Ｐ１４－１５）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

  管直角方向　±３０

 実施箇所ごとに測定する。
 側塊の積み重ねは、ズレがな
いことを確認する。

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）

 実施箇所ごとに測定する。
 側塊の積み重ねは、ズレがな
いことを確認する。

　開閉軸の深さ（ｈ1）

厚  さ　 ０～＋ ５０　

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）

　側　　塊　（a）

　標準図のとおり

幅  　　 ０～＋ ５０

　側　　塊　　　（a）

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）

（ｈ3、ｂ、ｂ’）

現場打ち制水弁室

 幅  さ　 ０～＋ ５０　

測　定　項　目

（ｈ3、ｂ）

プレキャスト製

 厚  さ　 ０～＋ ５０　

測　定　箇　所

          断　面　図

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）
測　定　対　象

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

空気弁室はp.16～17に移動し
プレキャスト製制水弁室を追加

プレキャスト製制水弁室を追加

側塊についての
管理基準を追記



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

プレキャスト製

排水室Ⅱ型

工　事

　

実施箇所ごとに測定する。
　基  礎  部

　内 ・ 外寸法　 　±３０

　高 ・ さ 寸法　 　±３０

　壁　厚 　 －５～±１０

　標準図のとおり
 

　
　基  礎  部

(Ⅴ型)

　

　壁  体  部 　内 ・ 外寸法　 　±３０
　高　 さ　         　±３０
　壁　厚　　－５～＋１０

　標準図のとおり

（ｂ1、ｂ2、ｈ3､ｔ）

  梯子高さ、開閉軸高さ（ｈ1）

 幅  さ　 ０～＋ ５０
（ｈ3､ｂ）  厚  さ　 ０～＋ ５０　

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）

 
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

排 水 室 (Ⅱ型)

  幅  　　　　 ０～＋ ５０　

（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）
（ｂ、ｂ1、ｂ2、ｈ2、ｈ3､ｔ）

  厚   さ 　　 ０～＋ ５０　

  梯子高さ、開閉軸高さ（ｈ1）

排 水 室(Ⅳ型)
（ｺﾝｸﾘｰﾄ：管軸、管直角方向）

改定（Ｐ２０－２１）

現行（Ｐ１６－１７）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　開閉軸の深さ（ｈ1）

　　断　面　図（Ⅱ型）　　　　断　面　図（Ⅳ型）

　標準図のとおり
 実施箇所ごとに測定する。
 側塊の積み重ねは、ズレがな
いことを確認する。

　
配
水
管
工
事
　
　
各
種
弁
室
築
造
工

Ⅳ型

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所

工　　種 測　定　項　目

Ⅴ型

プレキャスト製排水室に変更

現場打ち排水室を削除



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

 既製杭工  基  準  高　▽（共通） 全数について杭中心で測定する。

 根入長（共通） 設計値以上

設計値（公称位）以上

 傾斜（共通） 1/100以内

 
　設計値以上

 厚  さ　 　－３０

　設計値以上
 厚  さ　 　－３０

工　事

  基  準  高

基準高は施工延長４０ｍにつき１
箇所、延長４０ｍ以下のものは1施
工箇所につき２箇所測定する。

　矢　板　工

　変　　位　 （ ず れ ） 　１００± ５０

変位 は、施工延長２０ｍにつき１
箇所、延長２０ｍ以下のものは1施
工箇所につき２箇所測定する。

 幅        ０～＋ ５０　
割栗石基礎  厚  さ　  　 ０～＋ ５０　

　基　準　高 　± ５０　

２方向ともＤ/４かつ１００
㎜以内。

２００㎡に１箇所の割合で測定す
る。

　ｔ ：  厚　さ

 幅        ０～＋ ５０　

全部について測定する。 　Ｄ ：  杭　径

砕　石　基　礎  厚  さ　  　 ０～＋ ５０　

 
水
 
道
 
施
 
設
 
構
 
造
 
物
 
工
 
事
　
（
浄
水
場
・
給
水
所
・
ポ
ン
プ
場
）

  ±  ５０

　基　 礎　 工
　　 基　 礎　 杭

　偏心量（a）

改定（Ｐ２４－２５）

現行（Ｐ２０－２１）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　根　入　長 　設計値以上

 
水
 
道
 
施
 
設
 
構
 
造
 
物
 
工
 
事
　
（
浄
水
場
・
給
水
所
・
ポ
ン
プ
場
）

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

±  ５０

既製杭：D/4かつ100以内
場所打杭：100以内

 偏心量（d）（共通）

工　　種

 杭径　D（場所打杭）

基準からのずれは、施工延長２０
ｍにつき１箇所、延長２０ｍ以下
のものは1施工箇所につき２箇所測
定する。

基準高は施工延長４０ｍにつき１
箇所、延長４０ｍ以下のものは1施
工箇所につき２箇所測定する。

　基　準　高　▽

 幅    

　割栗石基礎

　矢　板　工
（任意仮設は除く）

　基準値からのずれ（d） １００以内± ５０

± ５０　

管　理　基　準

 幅    

測　定　箇　所
測　定　項　目

２００㎡に１箇所の割合で測定す
る。

 場所打杭工

砕　石　基　礎

（場所打杭）
杭径について、全周回転型オール
ケーシング工法の場合は、「設計
機（公称径）－30以上」とする。

既製杭工と場所打杭工を併記

削除

項目名を変更

図を変更



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

  基  準  高

 1）　各部材の寸法

　断　面　寸　法
　規定寸法の２％以内及び

②　平　面　長

③　高　さ　（H）

　平　坦　性　　（α）
 ２）　仕上がり面 　（床版・頂版）

　①　金ゴテ仕上げ 　±　５
　②　木ゴテ仕上げ 　±　７

工　事

  基  準  高

 1）　各部材の寸法

　断　面　寸　法
　規定寸法の２％以内及び

②　平　面　長

③　高　さ　（H）

　平　坦　性　　（α）
 ２）　仕上がり面 　（床版・頂版）

　①　金ゴテ仕上げ 　±　５
　②　木ゴテ仕上げ 　±　７

施工規模に応じて、５０～２００
㎡に１地点

1ブロック当たり、３～５箇所測定
する。　±２５

直線定規等を３ｍ区間に当てて測
定したとき。

1ブロック当たり、３～５箇所測定
する。

　規定寸法の±１/１０００　

①　１ブロックの縦・横方向の各
　　　箇所測定する。

（Ｌ1、Ｌ2、B、B1）
②　１池（区画）全長の縦・横方
　　 の各２箇所測定する。

1ブロック当たり、総壁枚（面）数
の各1/10の割合で測定する。（ｂ1、ｂ2、ｔ1、ｔ2）
ただし、側壁は１面につき２～３
箇所測定する。

③床版・頂版類

①柱・桁類

1ブロック当たり、総数の各1/10の
割合で測定する。

①　柱・桁及び類似部材の断
面寸法又は壁、床板・頂版及
び類似部材の厚さ

あ＋　１０
あ－　　５ ②壁類

１面につき２～３箇所測定する。

　支 間 寸 法　（ℓ）
1ブロック当たり、総支間数の1/20
の割合で測定する。

あ＋　３０
あ－　２５

 
水
 
道
 
施
 
設
 
構
 
造
 
物
 
工
 
事
　
（
浄
水
場
・
給
水
所
・
ポ
ン
プ
場
）

  ±  ２５
1ブロック当たり３～５箇所測定す
る。

　鉄筋及びＰＣコン
クリート構造物

　壁体の鉛直のずれ　（δ）  　±  ３０

改定（Ｐ２６－２７）

現行（Ｐ２２－２３）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

※ 1ブロックとは、コンクリート打設量から決定する
打設1ブロック当たりの延長又は20ｍの小さい方とす
る。

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所

工　　種 測　定　項　目

  ±  ２５
1ブロック当たり３～５箇所測定す
る。

　鉄筋及びＰＣコン
クリート構造物

　壁体の鉛直のずれ　（δ）   ±  ３０ １面につき２～３箇所測定する。

1ブロック当たり、総壁枚（面）数
の各1/10の割合で測定する。（ｂ1、ｂ2、ｔ1、ｔ2）

　支 間 寸 法　（ℓ）
1ブロック当たり、総支間数の1/20
の割合で測定する。あ－　２５

①柱・桁類

①　柱・桁及び類似部材の断
面寸法又は壁、床板・頂版及
び類似部材の厚さ

あ＋　１０
あ－　　５ ②壁類

1ブロック当たり、３～５箇所測定
する。

 
水
 
道
 
施
 
設
 
構
 
造
 
物
 
工
 
事
　
（
浄
水
場
・
給
水
所
・
ポ
ン
プ
場
）

　　 の各２箇所測定する。

施工規模に応じて、５０～２００
㎡に１地点

1ブロック当たり、３～５箇所測定
する。　±２５

（Ｌ1、Ｌ2、B、B1）

あ＋　３０

②　１池（区画）全長の縦・横方

1ブロック当たり、総数の各1/10の
割合で測定する。

直線定規等を３ｍ区間に当てて測
定したとき。

ただし、側壁は１面につき２～３
箇所測定する。

　規定寸法の±１/１０００　

①　１ブロックの縦・横方向の各
　　　箇所測定する。

③床版・頂版類

１ブロックの定義を追加



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　

　ろ過砂敷均し

工　事

　

　ろ過砂敷均し

 ０　～　＋５０

　敷均し厚さ

 
水
 
道
 
施
 
設
 
構
 
造
 
物
 
工
 
事
　
（
浄
水
場
・
給
水
所
・
ポ
ン
プ
場
）

現行（Ｐ２６－２７）

改定（Ｐ３０－３１）

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準

１池当たり８箇所測定し、その
平均値とする。
測定は、洗浄後とする。

測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　薬品貯蔵漕ライ
ニング補修

１面当たり５箇所測定又は３０
㎡当たり５箇所測定

　FRPライニング 　ライニング厚さ 　０　～　＋５

　（更生） 　０　～　＋２０

 ｱﾝｽﾗｻｲﾄ敷均し

（各ろ材の層厚を合計した全ろ
層厚）

粒状活性炭　 　敷均し厚さ
粒状活性炭層の厚さは逆流洗浄
後、表層の微粉炭を排除した状
態で測定する。

・壁面、トラフ等の洗浄及び下
部集水装置の点検が完了した状
態で、活性炭の引き抜き厚さ
（ｈ２－ｈ１）を測定する。

・測定は、半池のトラフ毎に３
箇所行うこととする。（平面図
参照）

・出来形の測定値は、全測定箇
所の平均値とする。

　粒状活性炭
　敷き込み工

　敷き均し厚さ

・逆流洗浄後、表層の微粉炭を
排除した状態で測定（ｈ１）す
る。

・測定は、半池のトラフ毎に３
箇所行うこととする。（平面図
参照）

・出来形の測定値は、全測定箇
所の平均値とする。

　FRPライニング

測　定　対　象

 
水
 
道
 
施
 
設
 
構
 
造
 
物
 
工
 
事
　
（
浄
水
場
・
給
水
所
・
ポ
ン
プ
場
）

　０～＋５０

　粒状活性炭
　引き抜き工

　引き抜き厚さ

　薬品貯蔵漕ライ
ニング補修

　０　～　＋５

１池当たり８箇所測定し、その
平均値とする。
測定は、洗浄後とする。

　０　～　＋２０

　ライニング厚さ

測　定　項　目

　（更生）

管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種

１面当たり５箇所測定又は３０
㎡当たり５箇所測定

（各ろ材の層厚を合計した全ろ
層厚）

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

 ｱﾝｽﾗｻｲﾄ敷均し

　敷均し厚さ

粒状活性炭引き抜き工、敷き込み工を追記



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

工　事

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

　ケーソンの高さ　（ｈ） 　'－１００

管　理　基　準

　'－３０

　立坑の高さ  （ｈ）

測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　立坑のｽﾗﾌﾞ厚  （ｔ2） 　 ±２０

　管理立坑（本設）

　基　準　高 　'－５０

設計図に表示のある主要寸法につい
て測定する。

　'－５０

　 　　〃　　　 （ｈ1、ｈ2、ｈ3）

　'－３０

　立坑の壁厚  （ｔ1）  ' －２０

ガイドウォール施工後測定する。

　連壁の厚さ　　（a） 　'－２０

　 ±２０

　'－３０

　立坑の幅  （a）

 
シ
 
ー
 
ル
 
ド
 
・
 
推
 
進
 
工
 
事
（
立
坑
）

ニューマチック
ケーソン立坑

　基　準　高 　±１００

　地下連続壁立坑

　偏 心 値　（ ｃ／ｈ ）  Ｃ ／ｈ  ≦ １／５００

　連壁の高さ　（ｈ） 　'－５０

　連壁の内寸法　ℓ　（B）

壁厚、幅、高さ、長さ、偏心量につ
いては各打設ロットごとに測定す
る。

　ケーソンの長さ　（Ｌ） 　'－５０

　ケーソンの幅　（Ｗ） 　'－５０

　ケーソンの壁厚　（ ｔ１  、 ｔ２ ）　'－２０

　偏 心 値　（ｄ） 　'３００

改定（Ｐ３２－３３）

現行（Ｐ２８－２９）

基準高は施工延長40ｍごとに１箇
所。40ｍ以下のものは１施工箇所
につき２箇所測定。
基準線からのずれは施工延長20ｍ
ごとに１箇所。20ｍ以下のものは
１施工箇所につき２箇所測定。

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所

工　　種 測　定　項　目

　±１００

壁厚、幅、高さ、長さ、偏心量につ
いては各打設ロットごとに測定す
る。

ケーソンの長さ　（Ｌ） 　'－５０

ケーソンの幅　（Ｗ） 　'－５０

ケーソンの高さ　（ｈ） 　'－１００

地下連続壁立坑

基　準　高　▽ 　 ±５０

連壁の長さ　（ℓ） 　－５０

基準線からのずれ　（d）
柱列式：Ｄ/４以内
壁　式：３００以内

立坑の高さ  （ｈ） 　'－５０

　 　　〃　　　 （ｈ1、ｈ2、ｈ3）

　'－２０

偏 心 値　（ｄ） 　'３００以内

ケーソンの壁厚　（ ｔ１  、 ｔ２ ）

壁　体　長　（Ｌ） 　'－２００

 
シ
 
ー
 
ル
 
ド
 
・
 
推
 
進
 
工
 
事
（
立
坑
）

ニューマチック
ケーソン立坑

基　準　高  ▽

立坑の壁厚  （ｔ1）

管理立坑（本設）

基　準　高  ▽ 　'－５０

設計図に表示のある主要寸法につい
て測定する。

 ' －２０

立坑のｽﾗﾌﾞ厚  （ｔ2） 　 ±２０

　'－３０

　 ±２０

連壁の厚さ　（a） 　'－２０

立坑の長さ （内寸法） （L） 　'－３０

立坑の幅  （a）

基準高

柱列式と壁式を併記

追加



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

（一次覆工）

工　事

（一次覆工）

　点検通路幅　　　（B） 　 ±２０ 延長５０ｍごとに１箇所の割合で測
定する。
延長５０ｍ未満の場合は、２箇所測
定する。　点検通路高さ　  （ｈ） 　 ±２０

（二次覆工）
　 ±５０

二次覆工の中心線の偏位、仕上がり
内径は、施工延長４０ｍにつき１箇
所測定（水平、垂直の内径）する。

　中心線の偏位 （ℓ）

（二次覆工）

　 ±１０
　仕上がり内径

（一次覆工）

　水平及び垂直方向　±５０
　真　円　度

（一次覆工）

　±１００
　延　　長　（Ｌ）

　±１００
延長１０ｍごとに１箇所の割合で測
定する。（変化点はすべて測定す
る。）

　シールド工法

　 ±５０

一次覆工の基準高（管底高）中心線
の偏位は、５リングにつき１箇所測
定する。

　基準高

（一次覆工）

　±１００
　中心線の偏位

　（水平方向）　（ℓ）

 
シ
 
ー
 
ル
 
ド
 
・
 
推
 
進
 
工
 
事
（
工
法
）

　推 進 工 法

　基準高 　 ±５０

基準高、中心線の偏位は、管５本ご
とに測定する。

　中心線の偏位 　±１００

　（水平方向）　　ℓ
ただし刃口推進の場合は
±１５０

　延　　長　（Ｌ）

改定（Ｐ３４－３５）

現行（Ｐ３０－３１）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　シールド工法

変化点ごとに測定するものとし、さ
や管内配管に支障とならないように
する。

　推 進 工 法

　基　準　高　▽
　 ±１００

　中心線の偏位 （ℓ）

　±１００

　中心線の偏位

ただし刃口推進の場合は
±１５０

　中心線の偏位

（一次覆工）

　基　準　高　▽

測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

（二次覆工）

　 ±５０

管　理　基　準

　延　　長　（Ｌ）
（立　坑　間）

延長５０ｍごとに１箇所の割合で測
定する。
延長５０ｍ未満の場合は、２箇所測
定する。

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

　真　円　度
　水平及び垂直方向　±５０

　（水平方向）　　ℓ

　延　　長　（Ｌ）
（立　坑　間）

　－２００

（一次覆工）

 
シ
 
ー
 
ル
 
ド
 
・
 
推
 
進
 
工
 
事
（
工
法
）

　（水平方向）　（ℓ）

　 ±２０　点検通路幅　　　（B）

　点検通路高さ　  （ｈ）

（一次覆工）

　仕上がり内径

（二次覆工）

　 ±２０

　±１００

　 ±１０

　－１００

基準高、中心線の偏位は、管５本ご
とに測定する。

　 ±５０

一次覆工の基準高（管底高）中心線
の偏位は、５リングにつき１箇所測
定する。

トンネル内配管に支障とならないよ
うにする。

二次覆工の中心線の偏位、仕上がり
内径は、施工延長５０ｍにつき１箇
所測定（水平、垂直の内径）する。
※点検通路方式の場合に限る。

管理基準を変更

削除



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　延　　　長  －１００

（立　坑　間）

　断　面　（幅 、厚さ等）  ０～＋５０

　（Ｌ、Ｂ、ｈ1、ｈ2、ｈ3）

 ±５０

　管 閉 塞 工 　断　面　（幅 、厚さ等）  ±３０

工　事

　延　　長  ±１００

　断　面　（幅 、厚さ等）  　０～＋５０
　（Ｌ、Ｂ、ｈ1、ｈ2、ｈ3）

 ±５０

　管 閉 塞 工 　断　面　（幅 、厚さ等）  ±３０
　　　　　（ａ、ｂ、ｂ´）

 
シ
 
ー
 
ル
 
ド
 
・
 
推
 
進
 
工
 
事

延長５０ｍごとに１箇所の割合で
測定する。
延長５０ｍ未満の場合は、２箇所
測定する。

　配 管 工

　管 中 心 高　  ±３０

実施箇所ごとに測定する。

　管 防 護 工

　管　下　高　　（ｈ）

実施箇所ごとに測定する。

改定（Ｐ３６－３７）

現行（Ｐ３２－３３）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

測　定　箇　所
工　　種

 
シ
 
ー
 
ル
 
ド
 
・
 
推
 
進
 
工
 
事

　配 管 工

　管 中 心 高　  ±３０

実施箇所ごとに測定する。

　管 防 護 工

　管　下　高　　（ｈ）

　　　　　（ａ、ｂ、ｂ´）

測　定　項　目

実施箇所ごとに測定する。

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準

延長１００mごとに１か所の割合
で測定する。１００m未満の場合
は２か所測定する。

管理基準を変更

測定項目及び規格値を変更



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　

　

　

　

工　事

　

　

　

　

　胸壁間距離　Ｌ　 　±３０

　±３０
  中心線に対するずれ（δ１）
　（橋軸方向）

　±３０
  中心線に対するずれ（δ2）
　（橋軸直角方向）

　胸壁の高さ　（ｈ2）  ' －２０

　床版の高さ　（ｈ3）  ' －２０

　控壁の厚さ　（ｔ）  ' －２０

　橋台の天端幅（ａ１、ａ2）
　（橋軸方向）

 ' －３０
　橋台の敷幅（ａ3）
　（橋軸方向）

　橋台の高さ　（ｈ１）  ' －３０

　
水
 
管
 
橋
 
工
 
事

　基　準　高  ' ±２０
橋軸方向の断面寸法は、中央及び両
端部、その他設計図に表示のある主
要寸法について測定する。

　橋　台　工

　橋台の天端長　（Ｌ１）  ' －３０

　橋台の敷長　（Ｌ2）  ' －３０

 ' －１０

改定（Ｐ４０－４１）

現行（Ｐ３６－３７）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　胸壁の高さ　（ｈ2）  －３０

　胸壁間距離　Ｌ　  ±３０

 ±３０
  中心線に対するずれ（δ１）
　（橋軸方向）

 ±３０
  中心線に対するずれ（δ2）
　（橋軸直角方向）

　底版の高さ　（ｈ3）  －２０

　控壁の厚さ　（ｔ）  －２０

　
水
 
管
 
橋
 
工
 
事

　基　準　高  ±２０

　橋台の敷長　（Ｌ2）  －５０

 －１０
　橋台の天端幅（ａ１、ａ2）
　（橋軸方向）

 －５０
　橋台の敷幅（ａ3）

橋軸方向の断面寸法は、中央及び両
端部、その他設計図に表示のある主
要寸法について測定する。

　橋　台　工

　橋台の天端長　（Ｌ１）  －５０

管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　橋台の高さ　（ｈ１）  －５０

　（橋軸方向）

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

規格値を変更



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事 個々の測定値 平　均　値

工　事 個々の測定値 平　均　値

（注）
（1

　　　

（2

　

（3

（4

（5

（6

　

（7

　基　　　層
（セメントコンクリー
ト層）

　厚　　さ 　－１０以内 　－３．５以内

３０００㎡につき１組測定を行う。
（試験省略限度　５００㎡）

（8
）

改質アスファルトを使用した場合は、２，
０００㎡につき試料１個(直径20㎝×5㎝)を
採取し､ホイールトラッキング試験を行う。
動的安定度試験は、３，０００回/㎜以上と
する。

　粒度（％）75μm -3..0～+4.0以内

　アスファルト量（％） ±０．５以内
（9
）

現場透水量試験は、低騒音、排水性舗装及
び透水性歩道舗装に行い、１，０００㎡に
つき１組(３箇所以上／組)（試験省略限度
５００㎡未満）の割合で行う。

　基　　　層
（アスファルトコンクリート層）

　締固め度 ９６．５％以上

　粒度（％） 2.36
㎜

-7.0～+11.0以内

　－０．７以上
上表の厚さの規格値は、各層に対するもの
で舗装の総厚の平均値は設計値を満足する
ものとする。

　厚　　さ 　－　９以内 　－　３以内
１０００㎡につき１組、厚さを測定
後密度試験を行う。
ＣＣＣ　（試験省略限度　５００
㎡）

９６．５％以上

　粒度（％） 2.36
㎜

-8.5～+12.5以内

３０００㎡につき１組測定を行う。
（試験省略限度　５００㎡）

　粒度（％）75μm -3.5～+4.5以内

　アスファルト量（％）

９６．５％以上
５００㎡につき１箇所測定する。
（試験省略限度　３００㎡）

資料の採取箇所は監督員の指示とする。

（アスファルト処理混合物）

　厚　　さ 　－１５以内 　－　５以内 １０００㎡につき１組、厚さを測定
後密度試験を行う。　　  ＣＣ
Ｃ　（試験省略限度　５００㎡）

締固め度、粒度、アスファルト量は、試料
３個の測定値の平均値Ｘ３を標準としてお
り、規格値を外れた場合は、アスファルト
舗装要綱等のＸ６、Ｘ１０によることがで
きる。                   ななお、粒度、
アスファルト量の試験に用いるコアは、厚
さ及び密度の測定した後のコアを用いてよ
い。

　締固め度

アスファルト混合物の締固め度は、基準密
度（配水管工事標準仕様書の３．５．１
３、４）に対する百分率で表す。　締固め度 ９６．５％以上

５００㎡につき１箇所測定する。
（試験省略限度　３００㎡）

（粒度調整ｽﾗｸﾞ）

　厚　　さ 　－２５以内 　－　８以内 コアーの採取１組は、３個以上とする。

　締固め度

　－　８以内

　締固め度 ９６．５％以上
５００㎡につき１箇所測定する。
（試験省略限度　３００㎡）

（ｾﾒﾝﾄ処理混合物）

　厚　　さ 　－２５以内 　－　８以内

（ｸﾗｯｼｬﾗﾝ）
　厚　　さ 　－４５以内 　－１５以内

（ｸﾗｯｼｬﾗﾝｽﾗｸﾞ） 粒度調整砕石、セメント処理混合物及び粒
度調整スラグの締固め度は、最大乾燥密度
に対する百分率で表す。
なお、最大乾燥密度ＪIS A 1210（突固めに
よる土の締固め試験方法）により求める。

　
　
　
　
　
上
　
　
　
　
層
　
　
　
　
路
　
　
　
　
盤

（粒度調整砕石）

　厚　　さ 　－２５以内

　
舗
 
装
 
工
 
事

共　通
舗 装 面 積
（本復旧）

※舗装種別毎に一覧表を作成し、集
計する。

設計値以上 路盤材（アスファルト処理混合物を除く）
の高さ、厚さは、施工延長４０ｍに１箇所
の割合で測定する。
施工延長が４０ｍ以下のものは、２箇所測
定する。

　路 床 高 　±４０以内
　下 層 路 盤

改定（Ｐ４８－４９）

現行（Ｐ４４－４５）
測　定　対　象 規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　厚　　さ

右記参照

設計値以上共　通

　厚　　さ

　基 準 高

 厚　　さ

　　 幅

　　 幅

　　 幅

　　 幅

舗 装 面 積
（本復旧）

測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

測　定　対　象
管　理　基　準

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

　　 幅

　厚　　さ

　
舗
 
装
 
工
 
事 　下 層 路 盤

 平 坦 性

※舗装種別毎に一覧表を作成し、集
計する。

歩　　　道
（アスファルト舗

装）

     上 層 路 盤 

　
　基　　　層
（アスファルト舗
装）

　　幅

 平 坦 性

　コンクリート舗装

公道の場合は、各道路管理者の基準による。局用地等の場合は、土木施工管理基準
（東京都建設局）による。
なお、これによりがたい場合は、監督員と協議の上決定する。

　　表　　　層
（アスファルト舗
装）

 厚　　さ

 厚　　さ

 厚　　さ

　　 幅

歩　道　路　盤

　基 準 高

規格値、管理基準をについての記載内容を変更

削除



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事 個々の測定値 平　均　値

（注）
（1）

　　　

（2）

　

（3）

（4）

（5）

（6）

　

（7）

　基　　　層
（セメントコンクリー
ト層）

　厚　　さ 　－１０以内 　－３．５以内

３０００㎡につき１組測定を行う。
（試験省略限度　５００㎡）

（8） 改質アスファルトを使用した場合は、２，０００㎡
につき試料１個(直径20㎝×5㎝)を採取し､ホ
イールトラッキング試験を行う。動的安定度試験
は、３，０００回/㎜以上とする。

　粒度（％）75μm -3..0～+4.0以内

　アスファルト量（％） ±０．５以内
（9） 路面の浸透水量試験は、低騒音、排水性舗装

及び透水性歩道舗装に行い、１，０００㎡につき
１組(３箇所以上／組)（試験省略限度５００㎡未
満）の割合で行う。

　基　　　層
（アスファルトコンクリート層）

　締固め度 ９６．５％以上

　粒度（％） 2.36
㎜

-7.0～+11.0以内

　－０．７以上
上表の厚さの規格値は、各層に対するもので舗
装の総厚の平均値は設計値を満足するものと
する。

　厚　　さ 　－　９以内 　－　３以内
１０００㎡につき１組、厚さを測定
後密度試験を行う。
ＣＣＣ　（試験省略限度　５００
㎡）

９６．５％以上

　粒度（％） 2.36
㎜

-8.5～+12.5以内

３０００㎡につき１組測定を行う。
（試験省略限度　５００㎡）

　粒度（％）75μm -3.5～+4.5以内

　アスファルト量（％）

９６．５％以上
５００㎡につき１箇所測定する。
（試験省略限度　３００㎡）

資料の採取箇所は監督員の指示とする。

（アスファルト処理混合物）

　厚　　さ 　－１５以内 　－　５以内 １０００㎡につき１組、厚さを測定
後密度試験を行う。　　  ＣＣ
Ｃ　（試験省略限度　５００㎡）

締固め度、粒度、アスファルト量は、試料３個の
測定値の平均値Ｘ３を標準としており、規格値を
外れた場合は、アスファルト舗装要綱等のＸ６、
Ｘ１０によることができる。                   ななお、
粒度、アスファルト量の試験に用いるコアは、厚
さ及び密度の測定した後のコアを用いてよい。

　締固め度

アスファルト混合物の締固め度は、基準密度
（配水管工事標準仕様書の３．５．１　３、４）に
対する百分率で表す。　締固め度 ９６．５％以上

５００㎡につき１箇所測定する。
（試験省略限度　３００㎡）

（粒度調整ｽﾗｸﾞ）

　厚　　さ 　－２５以内 　－　８以内 コアーの採取１組は、３個以上とする。

　締固め度

　－　８以内

　締固め度 ９６．５％以上
５００㎡につき１箇所測定する。
（試験省略限度　３００㎡）

（ｾﾒﾝﾄ処理混合物）

　厚　　さ 　－２５以内 　－　８以内

（ｸﾗｯｼｬﾗﾝ）
　厚　　さ 　－４５以内 　－１５以内

（ｸﾗｯｼｬﾗﾝｽﾗｸﾞ） 粒度調整砕石、セメント処理混合物及び粒度調
整スラグの締固め度は、最大乾燥密度に対す
る百分率で表す。
なお、最大乾燥密度ＪIS A 1210（突固めによる
土の締固め試験方法）により求める。

　
　
　
　
　
上
　
　
　
　
層
　
　
　
　
路
　
　
　
　
盤

（粒度調整砕石）

　厚　　さ 　－２５以内

　
舗
 
装
 
工
 
事

共　通
舗 装 面 積
（本復旧）

※舗装種別毎に一覧表を作成し、集
計する。

設計値以上 路盤材（アスファルト処理混合物を除く）の高さ、
厚さは、施工延長４０ｍに１箇所の割合で測定
する。
施工延長が４０ｍ以下のものは、２箇所測定す
る。

　路 床 高 　±４０以内
　下 層 路 盤

改定（削除）

現行（Ｐ４４－４５）
測　定　対　象 規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

削 除

工　事 個々の測定値 平　均　値

測　定　対　象 規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

工　　種 測　定　項　目

設計値以上

　路 床 高 　±４０以内
　下 層 路 盤
（ｸﾗｯｼｬﾗﾝ）

　厚　　さ 　－４５以内 　－１５以内
（ｸﾗｯｼｬﾗﾝｽﾗｸﾞ）
　
　
　
　
　
上
　
　
　
　
層
　
　
　
　
路
　
　
　
　
盤

（粒度調整砕石）

　厚　　さ 　－２５以内 　－　８以内

　締固め度 ９６．５％以上

（ｾﾒﾝﾄ処理混合物）

　厚　　さ 　－２５以内 　－　８以内

　締固め度 ９６．５％以上

　締固め度 ９６．５％以上
（粒度調整ｽﾗｸﾞ）

　厚　　さ 　－２５以内 　－　８以内

　締固め度 ９６．５％以上

　粒度（％） 2.36㎜（アスファルト処理混合物）

　厚　　さ 　－１５以内 　－　５以内

-8.5～+12.5以内

　粒度（％）75μm -3.5～+4.5以内

　アスファルト量（％） 　－０．７以上

　基　　　層
（アスファルトコンクリート層）

　締固め度 ９６．５％以上

　厚　　さ 　－　９以内 　－　３以内

　粒度（％） 2.36㎜ -7.0～+11.0以内

　粒度（％）75μm -3..0～+4.0以内

　アスファルト量（％） ±０．５以内

　基　　　層
（セメントコンクリート層）

　厚　　さ 　－１０以内 　－３．５以内

　
舗
 

装
 

工
 

事

共　通
舗 装 面 積
（本復旧）

管　理　基　準

※舗装種別毎に一覧表を作成し、集計
する。

　注（１）

５００㎡につき１箇所測定する。    （試
験省略限度　３００㎡未満）

　注（１）

５００㎡につき１箇所測定する。    （試
験省略限度　３００㎡未満）

５００㎡につき１箇所測定する。    （試
験省略限度　３００㎡未満）

　注（１）

１０００㎡につき１組、厚さを測定後密
度試験を行う。　　  ＣＣ　　　　　Ｃ　（試
験省略限度　５００㎡未満）

３０００㎡につき１組測定を行う。    （試
験省略限度　５００㎡未満）

１０００㎡につき１組、厚さを測定後密
度試験を行う。　　　　　　　ＣＣＣ　（試
験省略限度　５００㎡未満）

３０００㎡につき１組測定を行う。   （試
験省略限度　５００㎡未満）

１０００㎡につき１組、厚さを測定後密
度試験を行う。
（試験省略限度　５００㎡未満）



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

工　事

  －１０
※は現場打ちの場合

 　基  準  高 　±２０

人孔については、各人孔ごとに測定
する。
集水ますについては、２箇所に１箇
所の割合で測定する。

　人　　　孔

※　幅    （Ａ、ａ３）   －２０

※　高　　さ　　（ｈ１、ｈ２）   －２０　集水ます

※　厚　　さ    （ａ１～ａ５）

延長４０ｍごとに１箇所の割合で測
定する。（原則として測点で測定す
る。）
施工延長４０ｍ以下のものは２箇所
測定する。

　幅    （Ａ、ａ３）   －２０

　高　　さ　　（ｈ１、ｈ２）   －２０

　厚　　さ    （ａ１、ａ２）   －１０

　延　　長　　（Ｌ）　   －１００

　高　　さ　　（ｈ）   －２０

　延　　長　   －１００

　場所打ち側溝

 　基  準  高 　±２０

  －２０※　厚　　さ    （ａ１～ａ４）

　
街
 
築
 
工
 
事

 　基  準  高 　±２０

基準高は、人孔（ます）ごとに測定
する。その場合は人孔（ます）間で
１箇所の割合で測定する。

　排  水  工

　幅    （a）   －２０

 管 き ょ

現行（Ｐ４８－４９）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　高　　さ　　（ｈ１、ｈ２）

  －２０

改定（Ｐ５０－５１）

　±３０

管　理　基　準

 　基  準  高 　±３０

※　高　　さ　　（ｈ１、ｈ２）   －３０　集水ます

※　幅    （Ａ、ａ５、a６）

 隙　間　　X1＋X2

　厚　　さ    （ａ１、ａ２）

  －２００

延長４０ｍごとに１箇所の割合で測
定する。（原則として測点で測定す
る。）
施工延長４０ｍ以下のものは２箇所
測定する。

　人　　　孔

　排  水  工

　延　　長　

 管 き ょ

　延　　長　　（Ｌ）　  －２００

　幅    （Ａ、ａ３）   －３０

  －１５

  －３０

※は現場打ちの場合

測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

　場所打ち側溝

 　基  準  高

 　基  準  高 　±３０

基準高は、人孔（ます）ごとに測定
する。その場合は人孔（ます）間で
１箇所の割合で測定する。

　高　　さ　　（ｈ）   －２０

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ）

　
街
 
築
 
工
 
事
（
公
道
の
場
合
は
、
施
設
管
理
者
の
基
準
に
よ
る
）

　幅    （a）

  －３０

１　人孔については、各人孔ごとに
　測定する。
２　集水ますについては、２箇所に
　１箇所の割合で測定する。
３　集水ます緑塊と蓋との隙間は全
　ますを測定する。

  －２０

１１
11
1

規格値、管理基準についての記載内容を変更

追加

図を追加



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

工　事

施工延長３００ｍ以上の場合は６
０ｍに１箇所の割合で測定する。
ただし、歩道止石は支道ごとに測
定する。

　街路灯、標識等
の基礎工

　幅    （a）   －２０

３箇所に１箇所の割合で測定す
る。

　高　　さ　　（ｈ）   －２０

　高　　さ　（ｈ１、ｈ２）   －２０
  縁 道 止 石
  境 道 止 石

　延　　長　　（Ｌ）
（境石は除く）

  －１００

　
街
 
築
 
工
 
事

　基  準  高 　±２０
延長４０ｍごとに１箇所の割合で
測定する。（原則として測点で測
定する。）

　路　面　工

　幅    （Ａ、ａ１、ａ２）   －２０
　街 　き　 ょ 施工延長４０ｍ以下のものは２箇

所で測定する。
  歩 道 止 石

改定（Ｐ５２－５３）

現行（Ｐ５０－５１）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所

工　　種 測　定　項　目

　
街
 
築
 
工
 
事
（
公
道
の
場
合
は
、
施
設
管
理
者
の
基
準
に
よ
る
）

 　基  準  高 　±３０ 延長４０ｍごとに１箇所の割合で
測定する。（原則として測点で測
定する。）

　路　面　工

　幅    （Ａ、ａ１、ａ２）

  －３０

　根 入 長　　（ｈ1） 　設計値以上

  －３０
　　街 　き　 ょ 施工延長４０ｍ以下のものは２箇

所で測定する。
    歩 道 止 石 　高　　さ　　（ｈ１、ｈ２）   －３０
    縁 道 止 石
    境 道 止 石

　延　　長　　（Ｌ）
（境石は除く）

  －２００

３箇所に１箇所の割合で測定す
る。（標識は、１箇所毎に測定す
る）

　街路灯、標識等
の基礎工

施工延長３００ｍ以上の場合は６
０ｍに１箇所の割合で測定する。
ただし、歩道止石は支道ごとに測
定する。

　幅    （a）   －３０

　高　　さ　　（ｈ2）

ａ１

２
ｈ

１
ｈ

街きょ

基
準
高

１
ｈ

植樹帯縁石ａ１ ａ２

ｈ

ａ

ｈ

ａ

規格値、管理基準についての記載内容を変更

公道の場合を追記

h2

a a

h
2h1 h
1

図を変更



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

工　事

　法　　長　　（ℓ）

　法　　長　　（ℓ）

　延　　長 　（Ｌ）   －２００

工　事

　法　　長　　（ℓ）

　法　　長　　（ℓ）

　延　　長 　（Ｌ）
　Ｌ  ≦  ３０ｍ   －３０
　３０ｍ ＜ Ｌ ≦ １００ｍ   －Ｌ  /  １０００
　１００ｍ ＜ Ｌ    －１００

  －５０　 h1 ≧ ３ｍ

　床版の高さ　　（ｈ2）   －３０

　控壁の厚さ　　（t）   －１０

　コ ン ク リ ー ト
　擁 　壁 　工 　幅    （a１）   －２０

　幅    （a2）   －２０

  －５０

　延　　長 　（Ｌ）　   －２００

 　基  準  高 　±３０ 施工延長４０ｍにつき１箇所、４
０ｍ以下のものは１施工箇所につ
き２箇所測定する。
断面の変化点はすべて測点する。
延長は１施工箇所ごとに測定す
る。

　高　　さ    
  －３０ 　h1 ＜  ３ｍ

　高　　さ

　石積（張）工

  －５０　コ ン ク リ ー ト 　ℓ ＜ ３ｍ　
　ブ ロ ッ ク

  －１００
　ℓ ≧ ３ｍ

  －３０

　延　　長 　（Ｌ）　   －２００

　基  準  高 　±５０

施工延長４０ｍにつき１箇所、延
長４０ｍ以下のものは１施工箇所
につき２箇所測定する。
法長が変化する場合は変化点間の
延長も測定する。
厚さは、法長が３ｍ未満の場合は
下端部及び上端部の２箇所、３ｍ
以上の場合は法長の中間部を加え
た３箇所を測定する。

　厚　さ
石積・石張（ｔ1）   －５０

裏込工（ｔ2）

　
擁
 
壁
 
工
 
事

 　基  準  高 　±３０

施工延長４０ｍにつき１箇所、延
長４０ｍ以下のものは１施工箇所
につき２箇所測定する。

　コ ン ク リ ー ト
　基　礎 　工

　幅    （a）   －３０

　高　　さ　　（ｈ）

改定（Ｐ５４－５５）

現行（Ｐ５２－５３）
測　定　対　象

規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所
工　　種 測　定　項　目

測　定　対　象
規 格 値  （ 単 位 ㎜ ） 管　理　基　準 測　定　箇　所

工　　種 測　定　項　目

　
擁
 
壁
 
工
 
事

 　基  準  高　▽ 　±３０

施工延長４０ｍにつき１箇所、延
長４０ｍ以下のものは１施工箇所
につき２箇所測定する。

　コ ン ク リ ー ト
　基　礎　工

　幅    （a）   －３０

　高　　さ　　（ｈ）

  －１００
　ℓ ≧ ３ｍ

　石積（張）工

　コ ン ク リ ー ト
　ブ ロ ッ ク

  －５０

　延　　長 　（Ｌ）　   －２００

  －３０

　延　　長 　（Ｌ）　   －２００

　基  準  高　▽ 　±５０

  －５０
　ℓ ＜ ３ｍ　

施工延長４０ｍにつき１箇所、延
長４０ｍ以下のものは１施工箇所
につき２箇所測定する。
法長が変化する場合は変化点間の
延長も測定する。
厚さは、法長が３ｍ未満の場合は
下端部及び上端部の２箇所、３ｍ
以上の場合は法長の中間部を加え
た３箇所を測定する。

　厚　さ
石積・石張（ｔ1）   －５０

裏込工（ｔ2）

施工延長４０ｍにつき１箇所、４
０ｍ以下のものは１施工箇所につ
き２箇所測定する。
断面の変化点はすべて測点する。
延長は１施工箇所ごとに測定す
る。

　高　　さ    
  －５０

 　h1 ＜  ３ｍ

　高　　さ

　幅    （a２）   －３０

  －１００
　 h1 ≧ ３ｍ

　底版の高さ　　（ｈ2）   －２０

　コ ン ク リ ー ト
　擁 　壁 　工 　幅    （a１）   －３０

  基  準  高　▽ 　±５０

削除

規格値を変更

測定箇所の基準高を追加



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

付　録 付　録
（ 工場塗装 ）

1 180 中塗 30 1 160 中塗 30

1 150 上塗 25 1 130 上塗 25

1 180 中塗 30 1 160 中塗 30

1 150 上塗 25 1 130 上塗 25

1 650 下塗 75

1 170 下塗 －

1 300 下塗 60 1 160 中塗 30

1 300 下塗 60 1 130 上塗 25

1 180 中塗 30

注　記

1 150 上塗 25

注　記

付　録 付　録
（ 一 般 部 ） （ 現場溶接部 ）

下塗 下塗

下塗 中塗

中塗 上塗

上塗 下塗

下塗 中塗

下塗 上塗

中塗 下塗

上塗 中塗

下塗 上塗

下塗 下塗

中塗 中塗

上塗 上塗

下塗 下塗

下塗 中塗

下塗 上塗

中塗 注　記 ※１　　現場溶接部の塗装は原則としてはけ塗りとする。

上塗

下塗

下塗

下塗

下塗

中塗

上塗

注　記 ※１　　鋼板に一次防せいプライマーを塗装する場合は無機ジンクリッチプライマー または、

　　　　機能性プライマ－（ジンク含有量が50％程度の無機ジンクプライマ－）とする。

※２　　工場で上塗まで塗装する場合はエポキシ樹脂MIO塗料を同系の下塗塗料に変えて

　　　　 もよい。

※３ 　現場で塗装する場合は、原則としてはけ塗りとする。    　　　

現　　場
　ふっ素樹脂塗料用 30

　ふっ素樹脂塗料 25

Ｓ－１

工　　場

　無機ジンクリッチペイント 75

　エポキシ樹脂塗料　 60

　エポキシ樹脂　Ｍ Ｉ Ｏ塗料 60

現　　場
　ポリウレタン樹脂塗料用 30

　ポリウレタン樹脂塗料 25

　エポキシ樹脂塗料　（ﾐｽﾄｺｰﾄ）

60 　ふっ素樹脂塗料用 30

　エポキシ樹脂Ｍ Ｉ Ｏ塗料 60 　ふっ素樹脂塗料 25

　エポキシ樹脂塗料　

－

25

L－３

工　　場

　有機ジンクリッチペイント 50

Ｓ－１Ｆ Ｓ－１

　変性エポキシ樹脂塗料 300

　変性エポキシ樹脂塗料 300

現　　場
　シリコン変性アクリル樹脂塗料用 30 　ポリウレタン樹脂塗料用 30

　シリコン変性アクリル樹脂塗料 25 　ポリウレタン樹脂塗料

L－２A

工　　場
　変性エポキシ樹脂塗料 150 　シリコン変性アクリル樹脂塗料 25

　エポキシ樹脂Ｍ Ｉ Ｏ塗料 60

L－３Ｆ L－３

　変性エポキシ樹脂塗料 240

　ポリウレタン樹脂塗料 25 　シリコン変性アクリル樹脂塗料用 30

30

　エポキシ樹脂Ｍ Ｉ Ｏ塗料 60 　ポリウレタン樹脂塗料 25

現　　場
　ポリウレタン樹脂塗料用 30

L－２ＡＦ L－２A

25

L－２Ｆ L－２

　変性エポキシ樹脂塗料 240

L－２

工　　場
　変性エポキシ樹脂塗料 150 　ポリウレタン樹脂塗料用

　エポキシ樹脂Ｍ Ｉ Ｏ塗料 60 　塩化ゴム系塗料 30

現　　場
　塩化ゴム系塗料 30 　塩化ゴム系塗料 25

　塩化ゴム系塗料

塗　　　　　　料　　　　　　名　
目標膜厚
μm / 回

L－１

工　　場
　変性エポキシ樹脂塗料 150

L－１Ｆ L－１

　変性エポキシ樹脂塗料 240

塗装仕様 塗装工程 塗　　　　　　料　　　　　　名　
目標膜厚
μm / 回

塗装仕様 一般部塗装仕様

改定（付録　表－１、表－２）

現行（付録　表－１、表－２）

表－２　　水管橋外面塗装工事標準膜厚表表－１　　水管橋外面塗装工事標準膜厚表

2205

※１　　WSP009-2010参照
※２　　現場溶接部の塗装は、原則としてはけ又はローラ塗りとする。

工場

工場

240

塗　　　　　　料　　　　　　名　

下塗2204

2402204 下塗

塗装
回数

　変性エポキシ樹脂塗料

下塗

下塗520

240下塗520

　シリコン変性アクリル樹脂塗料
　（JIS K 5659　2級以上）

　ポリウレタン樹脂塗料
　（JIS K 5659）

　又は変性ウレタン樹脂塗料
　（JIS K 5551 C種）

240

　又は変性ウレタン樹脂塗料
　（JIS K 5551 C種）

　ふっ素樹脂塗料
　（JIS K 5659）

　ふっ素樹脂塗料
　（JIS K5659　1級）

Ｓ－１

　ポリウレタン樹脂塗料
　（JIS K 5659　3級以上）

　変性エポキシ樹脂塗料

300

L－２Ｆ L－２

　エポキシ樹脂塗料
　（JIS K 5551　B種）

　エポキシ樹脂塗料
　（JIS K 5551　B種）

表－２　　水管橋外面塗装工事標準膜厚表
（ 現場溶接部 ）

塗装仕様
一般部塗
装仕様

L－２ＡＦ L－２A

　又は変性ウレタン樹脂塗料
　（JIS K 5501　C種）

　シリコン変性アクリル樹脂塗料
　（JIS K 5659）

Ｓ－１

　厚膜無機ジンクリッチペイント
　（JIS K 5553　1種）

　エポキシ樹脂塗料　（ﾐｽﾄｺｰﾄ）
　（JIS K 5551　B種）

　ふっ素樹脂塗料
　（JIS K5659）

　ふっ素樹脂塗料
　（JIS K5659　1級）

塗装
工程

L－２A

　変性エポキシ樹脂塗料
　又は変性ウレタン樹脂塗料
　（JIS K 5501　C種）

　シリコン変性アクリル樹脂塗料
　（JIS K 5659）

　シリコン変性アクリル樹脂塗料
　（JIS K 5659　2級以上）

　変性エポキシ樹脂塗料

2

工場

表－1　　水管橋外面塗装工事標準膜厚表

塗装仕様
目標膜厚
μm / 回

L－２

　変性エポキシ樹脂塗料

　ポリウレタン樹脂塗料
　（JIS K 5659）

　ポリウレタン樹脂塗料
　（JIS K 5659　3級以上）

Ｓ－１Ｆ

2

標準
使用量

ｇ/㎡/回

目標膜厚
μm / 回

※１　　WSP009-2010参照
※２　　全工場塗装を基本とする。
※３　　原則としてスプレー塗装とし、必要によりはけ又はローラ塗を併用する。

　又は変性ウレタン樹脂塗料
　（JIS K 5551 C種）

塗　　　　　　料　　　　　　名　
塗装
回数

標準
使用量

ｇ/㎡/回

WSPの仕様と整合を図った。



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

1

2

3

4

5

東京都○○区○○○丁目○○○番○○○号

現場代理人　　○○○○○　印

契約年月日 　　　平成○○年○○月○○日

出 来 形 管 理 表 （ 例 ）

工 事 件 名 　　　○○区○○○丁目地先から同区○○○丁目地先間配水本管（○○○㎜）布設替工事

工 期 　　　平成〇〇年〇〇月〇〇日～平成〇〇年〇〇月〇〇日

○○○建設株式会社

現行（Ｐ６０　参考資料　出来形管理表（例））

改定（削　　　除）

工 事 番 号 　　　配水工事第○○○○号

契 約 番 号 　　　水契土第○○号

削 除



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

ｈ1 ｈ２ ｈ３ ｈ1’ ｈ２’ ｈ３’ ｔ1 ｔ２ ｔ３ 2 3

270 250 240 100 100 100 170 150 140 0 －10
250 250 250 100 100 100 150 150 150 0 0
240 240 250 100 100 100 140 140 150 －10 0
250 250 250 90 100 90 160 150 160 0 ＋10
250 250 250 100 100 100 150 150 150 0 0
250 250 250 100 100 100 150 150 150 0 0

平均

　
　
略
　
　
　
　
　
図

　
　
記
　
　
　
　
　
事

現行（Ｐ６１　参考資料　出来形管理表（例））

出 来 形 管 理 表 （ 例 ）

　　　終 点 部 150 0 －２５以内

150.5 + 0.5 －２８以内

150 ｍ 150 ＋10 －２５以内
200 ｍ 150 0 －２５以内

50 ｍ 150 0 －２５以内
100 ｍ 150 －10 －２５以内

規格値（㎜）
測　定　箇　所 ｔ１　　ｔ２　　ｔ３ 1

　　　始 点 部 150 ＋20 －２５以内

逓　加　距　離 設計値（㎜） 実測値（㎜） 実測値（㎜） 測定値（㎜） 設計値との差（㎜）

工　　事 　舗装工事
測定頻度 　４０ｍに１箇所 施工管理担当者　　 ○○○○○　　㊞

改定（削　　　除）

測定位置 　逓　距 測　　　定　　　者　　 ○○○○○　　㊞

工事番号 　第○○○○号 工　　種 　上層路盤　Ｍ-４０ 測定年月日　　　　　平成○年○月○日

削 除



土木工事出来形管理基準　新旧対照表

記    事

0 ～＋50
Ｈ1 200 200 0 0 ～＋50

ｈ1 300 300 0 ±50
Ａ1 1600 1605 ＋15

0 ～＋50
Ｈ1 1100 1100 0 0 ～＋50

Ａ1 1600 1605 ＋15 0 ～＋50
ＮＯ．１連絡工　φ６００×φ６００　Ｂ1 2800 2820 ＋20

逓　加　距　離
設計値（㎜） 実測値（㎜） 差（㎜） 規格値（㎜）

略　　　図測　定　箇　所

工　　事 　　配水管工事　配水本管
測定頻度 施工管理担当者　　 　○○○○○　㊞
測定位置 　逓　距　　９２ｍ 測　　　定　　　者　　　 ○○○○○　㊞

改定（削　　　除）

工事番号 　第○○○○号 工　　種 　管防護工 測定年月日　　　　　平成○年○月○日

現行（Ｐ６２　参考資料　出来形管理表（例））

出 来 形 管 理 表 （ 例 ）

削 除
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